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Ⅰ は じ め に
　一般的に日本企業は企業内教育訓練に熱心で人
材開発を積極的に行っていた1）と言われてきた．た
とえば，日本企業の人材育成制度が生産効率を高
める重要な要因であることを小池（2005）が製造
業 の 事 例 で 明 ら か に し た．ま た，Mincer and 
Higuchi（1988）では日本とアメリカのデータを用
いて賃金構造を推定し比較した．その結果，日本
企業の労働者の賃金プロファイルがアメリカ企業
の労働者の賃金プロファイルより急であることを
見出した．その理由として，日本企業がアメリカ
企業に比べて企業特殊人的資本の投資をより積極
的に行っているからだと指摘した．日本企業が経
済成長や1950年代の技術変化に対応するために，
企業内で人材育成を行い，それが生産性を高めた
ことも指摘した．
　しかしながら，原（2014）や森川（2018）など
は最近の日本企業による教育訓練実施が低下傾向
にあると指摘している．実際，2000年以降はそう
した傾向に拍車がかかっていることが各種統計か
ら見てとれる．たとえば，労働省『民間教育訓練
実態調査』の企業調査によると，1992年の Off－JT
と計画的 OJT の実施割合はそれぞれ66.2％と74.0
％だったが，2003年に58.3％と46.7％となってお
り，それぞれ実施する企業が減少していた．なお，
厚生労働省『労働開発基本調査』の事業所調査2）
によると，2006年の Off－ JT と計画的 OJT の実施
割合は77.2％と53.9％だったが，2018年に75.7％と
62.9％（近 3 年平均）となっており，大きな変化
はない．
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要 旨
　本論文では企業がなぜ若年者を学歴で選抜し，教育訓練を実施しているのかについて検証した．具体
的には企業が高学歴者といった大学卒・大学院卒の若年者を選抜して集中的に教育訓練を実施している
のが確認された．企業は高学歴の若年者の収益率が高いと評価し，教育訓練を実施しているのかを学歴
別で教育訓練の効果に着目して検証した．その結果，高学歴の若年者が教育訓練を受講したことで収益
率も高いことが示された．
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　また，2018年の厚生労働省『能力開発基本調査』
によれば，教育訓練の実施方法の方針として「社
内」を重視するまたはそれに近いとする企業は正
社員に対して56.5％，正社員以外に対して71.0％で
あり，前年の正社員に対して61.8％と正社員以外
に対して74.3％に比べると減少している．企業内
教育訓練が減少した要因を，長期にわたった景気
後退による人的資本投資の削減を指摘する研究3）
もある．
　また，IT 化や ME 化によって教育訓練の内実が
変化したことが要因として挙げる研究もあり，た
と え ば 池 永（ 2009 ）や Ikenaga & Kambayashi
（2016）では ME や IT といった技術進歩によって
企業特殊性が重要ではなくなったことが示唆され
ている4）．Tumen（2019）では，企業の若年者の採
用行動に着目し，企業特殊スキルの需要が減少し
ていることを示した．こうした技術進歩に対応す
るため，企業が労働者に対して企業外の教育訓練
を受けさせるか，自己啓発に投資するなど，教育
訓練の実施主体にも変化がある．2018年の厚生労
働省『能力開発基本調査』によると，企業の教育
訓練への支出状況は，OFF－ JT または自己啓発支
援に支出した企業は56.1％である．Off－JT につい
て，2008年から2018年の企業の支出をみると大し
た変わりがないが，自己啓発支援に関しては2008
年の25.2％に比べると2018年に27.8％となり，やや
増加している．小寺・井上（2018）は，新技術に
取り組んでいる企業ほど人的資本投資が増加して
おり，こうした企業の従業員が自己啓発を行われる
ことで生産性が上昇していることも指摘している．
　この一方で，厚生労働省『能力開発基本調査』
の従業員に対する能力開発の方針として2003年で
は「全体的な底上げ教育」と「選抜教育」を重視
する，または重視するに近いとする企業は全労働
者5）に関してはそれぞれ58.2％と35.8％だったが，
2018年の調査では正社員に対しては58.6％と39.9％
と正社員以外に53.5％と43.5％となっている．さら
に，今野（2003）では80年代以降は企業の人材育
成政策が変化し，「底上げ型」は減少し，「選抜型」
が多くなったことを指摘した．このように選抜的
に教育訓練を受講させていると考えられる．こう
した選抜は学歴によって行われている可能性が高
い．2016年の労働政策研究・研修機構「若年者の
キャリアと企業による雇用管理の現状」によると，
高卒者の若年者は OJT を受ける確率が高く，Off－
JT については大卒・大学院卒者の若年者が経験す
る確率が高い．この点については，原（2014）や
黒澤・大竹・有賀（2007）によっても観察されて
いる．企業が学歴によって選別し，集中して教育
訓練を実施している可能性がある．
　日本以外でも学歴によって労働者の能力を評価
し，選抜的に教育訓練が提供されている6）と指摘
されている．たとえば Braga（2018）は，労働者の
能力を代表変数として学歴を採用して検証した結
果，学歴が高いほど教育訓練を受ける確率が高く，
賃金上昇も大きくなることを指摘した．日本企業
でも高学歴者の収益率が高いと評価され，教育訓
練を提供している可能性がある．そこで，Braga
（2018）の理論モデルに基づき7），教育訓練が賃金
に与える効果を検証する．Ⅱの先行研究に詳しく
紹介するが，Braga（2018）の理論モデルを全体的
に検証するには制限がある．つまり，日本では失
業率がアメリカに比べると低く，日本の企業が労
働者を解雇するのが難しいと言われているので，
解雇された失業者の賃金ペナルティを検証すると
き，サンプルサイズが少ないことが予測される．
そこで，本論文では企業の提供する教育訓練と学
歴に絞って検証する．
　本論文は以下のように構成される．Ⅱは欧米の
学歴と教育訓練に関する先行研究といままでの日
本の教育訓練の先行研究を紹介する．Ⅲは使用す
るデータと変数の作成方法，分析モデルを紹介す
る．Ⅳは教育訓練が賃金に与える効果の推定結果
となる．Ⅴではまとめる．
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Ⅱ 先 行 研 究
　Braga（2018） では，OJT と情報の非対称性の理
論を拡張し，1979年から2010年の NLSY79のデー
タを用いて賃金決定要因の実証分析を行った．ミ
ンサー型賃金関数で学歴と労働市場の経験年数が
賃金に与える効果を検証し，教育年数が長く勤続
年数も長い労働者ほど賃金が高いことを示した．
彼は高学歴の労働者が高スキルと評価され，教育
訓練が提供され，それが賃金の上昇に繋がってい
ると示唆している．
　Arulampalam and Booth （2001） は NCDS
（National Child Development Study）の個人個票
データを使用し，1958年に生まれの1981～91年
（23～33歳）にかけて教育訓練を受講した男性世代
に絞り，教育訓練を受ける規定要因とその教育訓
練が賃金上昇に影響を与えるのかを検証した．対
数賃金伸び率（1991年の対数賃金から1981年の対
数賃金を引いたもの）を被説明変数にし，OLS と
操作変数を含む 2 項選択モデルで教育訓練の効果
を推定した．その結果，教育訓練（1981～1991年
間に受けた）が OLS 分析では統計的に有意に推定
されず，操作変数を含む 2 項選択モデルで推定し
た結果では，統計的に 5 ％水準で有意にプラスに
推定されている．学歴に対しては大卒や学部 1 年
生のレベルと普通のレベルの学歴が賃金にプラス
の影響を与えていることが統計的に有意に推定さ
れている．彼は学歴が生産性に補完的な効果があ
ることを指摘している．
　日本の企業内教育訓練の効果に関する研究が少
なく，特に学歴と教育訓練に関係に着目した研究
はない．以下ではこれまでの企業内教育訓練の研
究を紹介する．
　黒澤・大竹・有賀（2007）は，2001～02年の製
造業に属する生産事業所のアンケート調査を用い
て，技能形成に規定要因を観察するため企業内の
教育訓練や人的資源管理の方策と小規模集団活動
の規定要因とその生産性に与える効果を検証した．
実質付加価値の対数を被説明変数にし，生産関数
の推定を行った．教育訓練と人的資源管理と小規
模集団活動は対数賃金に与える効果を OLS で推定
した．その結果，Off－JT が賃金に統計的に有意に
推定されたが，OJT や人的資源管理と小規模集団
活動は統計的に有意に推定されなかった．
　Ariga et al.（2013）では製造業 2 社の2006～09
年のデータを用いて，熟練労働者がなぜ教育訓練
を受けるのか，そして教育訓練を受けることで生
産性が上がるのか，それぞれについて検証した．
彼らは企業が熟練の労働者に対して教育訓練を提
供する要因は，企業が需要ショックを受けると生
産工程の調整を行ったり，労働者のジョブローテ
ィションや配置したりするため，それに対応させ
るために熟練労働者に教育訓練を提供すると仮定
した．生産性を代表する変数として労働者が自分
の生産性に対して自己評価をした項目を被説明変
数にし，OJT や他のコントロール変数で OLS 分析
を行った結果，OJT が生産性に統計的に有意な正
に推定されたことを示している．さらに，需要シ
ョックを対応させるために労働者を採用するコス
トと企業内の労働者に教育訓練を受けさせるコス
トを計算した．その結果では外部から労働者を調
達するより，OJT を提供するほうがコストが低い
ことも示唆した．
　黒澤・原（2011）では，経済産業省「企業活動
基本調査」と厚生労働省『平成 17 年度能力開発
基本調査』の企業個票データをマッチングさせ，
教育訓練が賃金に与える効果を検証した．被説明
変数に平成18年以降の賃金変化を平成16年の賃金
に比べ，説明変数に OJT と Off－JT のダミー変数，
また従業員の事業所平均年齢，平均教育年数，平
均勤続年数，事務所の女性比率，パート比率と業
種，企業規模をコントロール変数にして OLS で推
定した．推定結果では教育訓練が賃金に与える効
果が有意に推定されなかった．なお，計画 OJT に
対しては業種と企業規模をコントロールしない場
合，統計的に有意に推定されている．
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　原（2014）は，1970年代から2000年代までの教
育訓練機会の規定要因の変化を厚生労働省『能力
開発基本調査』と「能力開発に関する研究会」の
『働き方と学び方に関する調査』を併用し，計量分
析を実施した．しかし，OJT について長期的なデ
ータが不足しているため，Off － JT のみを推定し
た．その結果では，個人，企業規模，産業，職業
の属性をコントロールしても，2000年代は1970年
代と1980年代に比べると Off－ JT を受ける機会が
低下したことが明らかにされた．また，教育訓練
が賃金に与える効果に関して「能力開発に関する
研究会」の『働き方と学び方に関する調査』を用
いて2007年から2008年の対数賃金変化率につい
て，正社員を対象に OLS 推定を行った．その推定
結果では OJT が賃金に与える効果は統計的に10％
水準で有意なプラスの係数が推定されたが，Off－
JT に関しては統計的に有意に推定されなかった．
　森川（2018）は経済産業省の「経済産業省企業
活動基本調査」の 2009～2015 年度のパネルデー
タを使用し製造業とサービス業を比較しながら教
育訓練投資の効果を分析した．当研究では Off－JT
だけに絞ぼり，平均賃金への効果を分析した．説
明変数に従業者当たり無形資産ストックである教
育訓練ストック，従業者当たり研究開発ストック，
従業者当たり広告宣伝ストック ，有形固定資産
額，パートタイム労働者比率，産業と年ダミーの
交差項とし，最小二乗法（OLS） と固定効果（FE）
を推計した．教育訓練ストックが賃金に与える効
果が OLS と FE ともに全ケースで統計的にプラス
で有意に推定されている．このことの解釈として，
日本では教育訓練の収益から大部分は労働者が得
ていると示唆されている．
　小寺・井上（2018）は，企業の視点で人的資本
投資を行うことで，労働者の生産性が高まるかを
検証した．内閣府の2018年の「働き方・教育訓練
等に関する企業の意識調査」のデータを用いて，
分析を行った．生産性の代表に「人手不足に対し
て採った対応策」の中で「人材育成による生産性
向上」とし，人的資本投資額を説明変数にした．
人的資本投資額に関しては「直接費用」と「機会
費用」の 2 つの費用から構成させた．その他のコ
ントロール変数として資本装備率，正社員比率，
従業員規模ダミー，資本金ダミー，産業ダミー，
正社員の平均年齢ダミーを使用した．さらに，企
業規模，業種，資本金等の企業属性をコントロー
ルし，OLS 分析を行った．推定結果によると 1 人
当たり人的資本投資額が 1 ％増加すると労働者の
生産性が約0.6％増加させることが示されている．
また自己啓発に対する支援制度があり，その制度
が活用されている企業はそうではない企業に比べ
ると生産性への効果が統計的に有意で0.14ポイン
ト高いことが示されている．
　以上先行研究によると，欧米では高学歴者ほど
企業から提供される教育訓練を受けるほど賃金が
高くなることを明らかにしている．日本の先行研
究では教育訓練と学歴の関係に焦点を当てた研究
が少ない．そこで，以下では教育訓練と学歴が賃
金に与える効果について内生性問題を考慮し，検
証する．
Ⅲ 使用するデータと変数作成
　本節では，教育訓練が賃金に与える効果を検証
するために使用するデータ，計量分析のフレーム
ワークを紹介する．
1 ．使用するデータ
　本論文ではリクルートワークス研究所『全国就
業実態パネル調査』の2016～2019年の個人追跡調
査を用いて検証する8）．本論文では，学生を除く
21～34歳の男性正社員に絞り，2016年から2019年
に継続的に回答した633サンプルを用いる．以下の
分析で用いる変数についてはその基本統計量を表
1 に示している．
　賃金に関してみると，調査では「主な仕事から
の前年の年収」を訊いており，たとえば2019年調
査で調べられた年収は2018年の年収となる．この
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ため，以下では調査年ではなく，実際に年収を得
た年を記載している．この年収を用いて，外れ値
と対数賃金 0 の28個のサンプルを除いた2018年の
対数賃金と2017年から2018年の対数賃金の差をと
った 2 つの変数を作成した．表 1 に示している
2018年の平均対数賃金は6.01であり，これは実数
では平均が約439万円，標準偏差は約146万円であ
る．さらに，2017年～2018年における対数賃金の
伸びは平均0.04であり，標準偏差が1.3となってい
る．実数では約18 万円となる．
　つぎに，教育訓練の状況についてみよう．教育
訓練を OJT，Off－JT と自己啓発の 3 つのタイプに
分け，それぞれの受講状況を図 1 に示している．
若年者の中で65.5％は OJT を受けているのに対し
て，43.3％は Off－ JT と42.6％は自己啓発をそれぞ
れ受けている．若年者が Off－ JT と自己啓発より
OJT を受けている割合が高いことがわかる．
　本調査が若年者の教育訓練の受講状況をどのぐ
らい代表できるかを確認するために厚生労働省
『能力開発基本調査』の個人調査の Off－JT と自己
啓発9）について比較してみた．厚生労働省『能力開
発基本調査』と本調査の年齢階級別で20～29歳10）
の Off－ JT については受講有無の割合はそれぞれ
52.0％と46.5％，自己啓発についてはそれぞれ42.5
％と33.2％となっており，本調査の割合が 5 ％～
図 1　教育訓練の受講有無状況
出所： リクルートワークス研究所『全国就業実態パネ
ル調査』により筆者算出．
65.5
43.3 42.6
34.5
56.7 57.4
0.0
10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0
OJT（％） OffJT（％） 自己啓発（％）
受けた 受けていない
10％ほど低い．
　次に，学歴に関するデータをみると若年者の中
で中学校卒・高校卒（以下“中卒・高卒”とする）
は27.4％，専門学校卒・短期大学卒・高等工業専
門学校卒（以下“高専・短大卒”とする）は15.1
％，大学卒・大学院修士課程卒・大学院博士課程
卒（以下“大卒・大学院卒”とする）は57.5％を
それぞれ占めている．学歴と教育訓練の状況を確
認しよう．図 2 をみると学歴が高いほど教育訓練
を受講している11）．OJTに関しては大学院卒が79.5
％で一番高く，学歴が高くなるほど OJT を受けて
いるのが観察される．Off－JT に関しても同様の傾
向が見られるが，OJT の大学院卒の割合に比べる
と約32％低い．自己啓発も，大学院卒が一番高く
59.0％を占め，次に大卒が43.6％を占めている．
　学歴と賃金の関係を図 3 に示している．図 3 の
左側にサンプル全体の教育年数別の対数賃金，右
側に教育訓練を受講した若年者に絞ってそれぞれ
プロットしている．賃金分布は教育年数が上がる
ほど拡大している．右側の教育訓練を受講した若
年者の賃金分布をみると教育年数が上がるほどよ
り急に賃金が上昇している．さらに，教育訓練を
受講した若年者の教育年数が長くなるほど平均賃
金より上の方に散らばりが大きくなり，低賃金で
支払われている若年者がいないことがわかる．教
図 2　学歴別で教育訓練の受講有無状況
出所： リクルートワークス研究所『全国就業実態パネ
ル調査』により筆者算出．
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表 1　基本統計量
変数名 個数 平均 標準偏差 最小値 最大値
対数賃金（2018年） 622 6.012 0.448 2.708 6.908
対数賃金差 617 0.060 0.512 －3.219 6.215
学歴（レファレンスグループは大卒・大学院卒）
中卒・高卒 631 0.274 0.446 0 1
高専・短大卒 631 0.151 0.358 0 1
年齢 631 30.960 2.842 21 34
勤続年数 628 8.585 4.939 0 22.5
企業規模（レファレングループは大企業）
中企業 631 0.265 0.442 0 1
小企業 631 0.293 0.456 0 1
公務 631 0.122 0.328 0 1
職業（レファレンスグループは専門職・技術職）
サービス職 631 0.060 0.238 0 1
保安・警備職 631 0.029 0.167 0 1
農林漁業関連職 631 0.002 0.040 0 1
運輸・通信関連職 631 0.057 0.232 0 1
生産工程・労務職 631 0.149 0.356 0 1
管理職 631 0.029 0.167 0 1
事務職 631 0.266 0.442 0 1
営業職 631 0.084 0.278 0 1
分類不能の職業 631 0.051 0.220 0 1
教育訓練
OJT（2017年） 631 0.647 0.478 0 1
OffJT（2017年） 631 0.437 0.496 0 1
自己啓発（2017年） 631 0.418 0.494 0 1
OJT グループ 1 （2016年受けたが，2017年受けていない） 631 0.132 0.338 0 1
OJT グループ 2 （ 2 年連続受けた） 631 0.515 0.500 0 1
OJT グループ 3 （ 2 年連続受けていない） 631 0.000 0.000 0 0
OJT グループ 4 （2016年受けたが，2017年受けていない） 631 0.128 0.335 0 1
OffJT グループ 1 （2016年受けたが，2017年受けていない） 631 0.141 0.348 0 1
OffJT グループ 2 （ 2 年連続受けた） 631 0.296 0.457 0 1
OffJT グループ 3 （ 2 年連続受けていない） 631 0.000 0.000 0 0
OffJT グループ 4 （2016年受けたが，2017年受けていない） 631 0.152 0.359 0 1
自己啓発グループ 1 （2016年受けたが，2017年受けていない） 631 0.125 0.331 0 1
自己啓発グループ 2 （ 2 年連続受けた） 631 0.293 0.456 0 1
自己啓発グループ 3 （ 2 年連続受けていない） 631 0.000 0.000 0 0
自己啓発グループ 4 （2016年受けたが，2017年受けていない） 631 0.154 0.361 0 1
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育訓練を受講している多くの若年者が平均賃金よ
り高い賃金で支払われているようにも見えるが，
高い賃金を支払われている能力の高い人が教育訓
練をより受けている可能性もあり，因果関係を識
別した推定を行う必要がある．
　企業規模でみると，大企業に就職している若年
者の割合が高く31.9％，次に中企業は26.5％，小企
業は29.3％，公務員は12.2％でそれぞれを占めてい
る．
　職業で見ると専門職・技術職に就いている若年
者の割合が高く27.4％，次に事務職26.6％，生産工
程・労務職は14.9％となっている．農林漁業関連
個人能力
中学 3 年生の頃の成績（全体）（レファレンスグループは上の方）
中学 3 年生の頃の成績が真ん中あたり 631 0.214 0.410 0 1
中学 3 年生の頃の成績が下の方 631 0.322 0.468 0 1
一周あたり労働時間数 629 45.477 11.760 1 120
操作変数－仕事の性質
社内外の他人に影響を与える仕事に従事していた（レファレンスグ
ループは当てはまる）
社内外の他人に影響を与える仕事に従事していた－とちらとも言えない 631 0.235 0.424 0 1
社内外の他人に影響を与える仕事に従事していた－当てはまらない 631 0.398 0.490 0 1
業務全体を理解して仕事をしていた（レファレンスグループは当て
はまる）
業務全体を理解して仕事をしていた－とちらとも言えない 631 0.147 0.355 0 1
業務全体を理解して仕事をしていた－当てはまらない 631 0.350 0.477 0 1
単調ではなく，様々な仕事を担当していた（レファレンスグループ
は当てはまる）
単調ではなく，様々な仕事を担当していた－とちらとも言えない 631 0.239 0.427 0 1
単調ではなく，様々な仕事を担当していた－当てはまらない 631 0.336 0.473 0 1
出所：リクルートワークス研究所『全国就業実態パネル調査』により筆者算出．
図 3　教育年数と対数賃金
出所： リクルートワークス研究所『全国就業実態パネル調査』により筆者算出．
Stataによって作成した
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職が一番少ない．
　年齢と勤続年数に関して見ると，若年者の平均
年齢は30.9歳と勤続年数は約8.5年となっている．
2 ．仮説と分析フレームワーク
　企業が若年者を学歴で選別し，高学歴者により
積極的に教育訓練を提供している可能性がある．
利潤最大化する企業が便益を高くするために教育
訓練から得る収益率が高いような労働者に教育訓
練を実施する．Braga（2018）では，学歴が労働者
の能力のシグナリングの役割を果たし，企業が高
学歴者に教育訓練をより積極的に提供しようとし，
その結果学歴の高い労働者が教育訓練を受けて，
生産性が高くなり，高い賃金をもらっていること
を指摘した．日本の企業もこのように高学歴者を
対象により多くの教育訓練を実施している可能性
がある．また，学歴によって提供する教育訓練も
異なっている可能性もある．そこで，Braga（2018）
の理論モデルを日本の若年者に絞って実証する．
彼は実証する際に，学歴を労働者の能力の代理変
数にし，学歴と勤続年数と交差項を用いてミンサ
ー賃金関数で推定を行った．本論文では教育訓練
と学校教育の効果に注目するので，学歴別で推定
を行う．
　では，基本分析モデルを紹介すると，教育訓練
を受講した労働者の賃金が以下の式⑴で支払われ
るとする．
InWageit=β0+β1Trainingit+β2Xit+εit ⑴
　lnWageit は第 t 期における i 労働者の対数賃金で
あり，Trainingit は i 労働者の第 t 期の教育訓練を
代表する変数である．Xit はの第 t 期の i 労働者の
個人属性と企業属性などをコントロールする変数，
εit は誤差項を表している．
　個人属性や企業属性である X が変化しないもの
とし，したがって誤差項 ε が一定とする．労働者
が教育訓練を受講する前の第 t－ 1 期と教育訓練を
受講後の対数賃金差が教育訓練の効果となる．そ
れを式で表すと以下のようになる．
ΔlnWage＝InWageit‒InWageit-1 ⑵
　推定方法として式⑵を教育訓練の差分と個人属
性と企業属性などのコントロール変数を用いてOLS
で推定する．なお，賃金と教育訓練に影響する非
観察要因があると因果関係を特定的できないので，
さらに，式⑴を 2 段階操作変数法で推定する．
3 ．変 数 作 成
　以上のモデルを分析するために使用する変数は
以下のように作成する．
　被説明変数には 2 つの対数賃金を用いる． 1 つ
は対数年収（2018年）であり，もう 1 つは対数賃
金差（2018年から2017年を引いた）である．
　説明変数は以下のとおりになる．教育訓練の代
表変数は OJT と Off－ JT と自己啓発とする．
　OJT について設問項目は「教育プログラムをも
とに上司や先輩等から指導を受けた」，「必要に応
じて上司や先輩等から指導を受けた」，「上司や先
輩の仕事を観察する事で新知識を身に付けた」，「マ
ニュアルを参考にして学んだ」，「新しい知識や技
術を習得する機会は全くなかった」という選択肢
から構成されている．「教育プログラムをもとに上
司や先輩等から指導を受けた」「必要に応じて上司
や先輩等から指導を受けた」，「上司や先輩の仕事
を観察する事で新知識を身に付けた」，「マニュア
ルを参考にして学んだ」のどれかを一つを選んだ
場合，OJT を受けたことにする．「新しい知識や技
術を習得する機会は全くなかった」を選択した場
合，受けていなかったことにする．そして，受け
た場合は 1 ，受けていなかった場合は 0 というダ
ミー変数を作成する．さらに，教育訓練の蓄積の
影響を考慮し，2016年だけ受けた場合や2017年だ
け受けた場合， 2 年連続 OJT を受けた場合のダミ
ー変数を作成した．
　Off－JT については，「機会がなかった」，「機会
はあったが，受けなかった」，「 1 年間に合計で 5
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時間未満」，「 1 年間に合計で 5 ～ 9 時間以内」，
「 1 年間に合計で10～19時間以内」，「 1 年間に合計
で20～49時間以内」，「 1 年間に合計で50時間以
上」という選択肢を設けており，訓練密度には着
目せず，単純に受けたか受けていなかったかで分
ける．つまり，「 1 年間に合計で 5 時間未満」や
「 1 年間に合計で 5 ～ 9 時間以内」，「 1 年間に合計
で10～19時間以内」，「 1 年間に合計で20～49時間
以内」，「 1 年間に合計で50時間以上」のいずれか
を選択した場合は，Off－JT を受けたということに
し，または企業行動に着目しているので「機会は
あったが，受けなかった」と選択したものも受け
たことにする．また，「機会がなかった」を選択し
た場合には，受けていなかったことにする．そし
て，受けた場合は 1 ，受けていなかった場合は 0
というダミー変数を作成する．OJTと同様に2016年
だけ受けた場合や2017年だけ受けた場合， 2 年連
続 Off－JT を受けた場合のダミー変数を作成した．
　自己啓発については，自己啓発活動の有無の質
問が設けられており，行っていれば 1 ，行ってい
ない場合 0 というダミー変数である．自己啓発変
数に関して，OJT や Off－JT と同様に2016年だけ行
った場合や2017年だけ行った場合， 2 年連続 OJT
を受けた場合のダミー変数を作成した．
　つぎに，個人属性として年齢と勤続年数，学歴
を説明変数にする．このうち学歴に関しては，「大
学」と「大学院修士課程」，そして「大学院博士課
程」を大卒・大学院卒とし，「専門学校」と「短期
大学」，そして「高等工業専門学校」を高専・短大
卒とし，「小学校・中学校」と「高等学校」を中
卒・高卒とし，それぞれに関するダミー変数を作
成した．レファレンス・グループは大卒・大学院
卒である．
　さらに企業属性をコントロールするために，企
業規模ダミーを作成した．具体的には，従業員の
人数が 4 人から99人を小企業，100人から999人を
中企業，1000人以上を大企業として分類した．企
業規模ダミーのレファレンス ･ グループは大企業
である．
　また，職業によって教育訓練の重要性が異なり，
それが賃金に影響していることが，先行研究によ
って示唆されている．たとえば Gathman and 
Schoenbarg（2010）は，職業特殊的人的資本が賃
金に影響を与えていることを検証した．ここでも
職業特殊的人的資本の影響を考慮し，職業をコン
トロール変数にする．
　また，職場環境の属性をコントロールするため，
一週あたりの労働時間数にする．この変数を使用
するのは 2 つの理由がある． 1 つは残業が多い，
長時間働くような職業で労働者が残業代を多くも
らって賃金が高くなるかもしれない．もう 1 つは
こうした職業環境で働く労働者が忙しくて，教育
訓練を受ける機会が低い可能性もある．
　最後に，能力が高い労働者が賃金の高い仕事に
就くというバイアスも考えられるので，こうした
個人能力をコントロールするために中学 3 年生時
の成績ダミー変数を用いる．中学 3 年生の成績が
中レベルを 1 ，中学 3 年生の成績が中レベルより
下を 2 というダミー変数にする．レファレンス ･
グループは中学 3 年生の成績が中レベルより上の
方にする．
Ⅳ 推 定 結 果
　本節では，教育訓練を受けることで賃金が上が
るのかを検証する．その前に，図 3 でみた結果を
個人属性と企業規模をコントロールして，どのよ
うな学歴を持つ若年者に企業が教育訓練を実施す
る確率が高いかを確認しよう．被説明変数を教育
訓練にし，個人属性と企業属性を説明変数にし，
限界効果を推定した．その推定結果を表 2 に示し
ている，列⑴は OJT，列⑵は Off－JT，列⑶が自己
啓発とそれぞれなっている．OJT に関しては学歴
ダミーが統計的に有意に推定されておらず，中小
企業のダミーが統計的に有意にプラスで推定され
た．このことは中小企業に就職している若年者よ
りも大企業に就職している若年者ほど OJT を受け
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る確率が高い．次に Off － JT に関しては，中卒・
高卒ダミーが統計的に有意にマイナスに推定され
ている．このことは，中卒・高卒の若年者が大卒
に比べると Off－JT を受ける確率が約46％低い．ま
た，中小企業のダミーが統計的にマイナスで有意
に推定されている．このことは中小企業に就職し
ている若年者ほど OFF－JT を受ける確率が大卒に
就職している若年者より低い．表 2 の結果から大
卒やそれ以上の学歴を持っている若年者が Off－JT
をより積極的に受講している可能性が高い．
1 ．教育訓練の効果が学歴別で違うのか
1.1．教育訓練が賃金の伸びへの影響
　最初に，上の分析モデル⑵を OLS 法で推定した
結果を紹介する．表 3 の，列⑴～⑹は中卒・高卒，
⑺～⑿は高専・短大卒は，列⒀～⒅大卒と大学院
卒の結果をそれぞれ示している．列⑴～⑶，⑺～
⑼，⒀～⒂は基本推定結果を示しており，列⑷～
⑹，⑽～⑿，⒃～⒅は個人属性と企業属性や職業
属性，個人能力や職場環境のコントロール変数を
追加した結果である．中卒・高卒と高専・短大卒
については教育訓練が統計的に有意に推定されな
かった．このことは，教育訓練が中卒・高卒と高
専・短大卒の若年者の賃金の伸びに影響していな
いことを示している．これに対して，大卒・大学
院卒について OJT と自己啓発が統計的に有意に推
定されておらず，Off－JT が統計的に 5 ％水準で有
意に推定された．賃金が 1 ％伸びると，Off－JT か
らの収益率が約15％である．個人属性と企業属性
や職業属性，個人能力や職場環境をコントロール
しても，統計的に有意でその効果が変わらない．こ
のことは大卒かそれ以上の高学歴の若年者が Off－
JT を受講すると賃金が伸びていることを示してい
る．
　また，賃金の伸びに教育訓練の蓄積が影響して
いるかどうかを他の学歴と比較して確認した．上
で紹介した教育訓練の蓄積の変数を追加して推定
した結果を表 4 に示している．その結果，中卒・
表 2　教育訓練への限界効果
⑴
OJT
⑵
OffJT
⑶
自己啓発
学歴（レファレンスグループは大卒・大学院卒）
中卒・高卒 0.335 －0.463* －0.341
（0.183） （0.183） （0.181）
高専・短大卒 0.183 0.176 0.0306
（0.217） （0.213） （0.211）
定数項 －1.881* 1.893* －1.409
（0.865） （0.838） （0.844）
個数 628 628 628
Log likelihood －388.185 －413.220 －420.266
　Wald chi 2  （ 7 ） 39.34 32.87 12.55
Prob ＞ chi 2  0 0 0.0837
出所： リクルートワークス研究所『全国就業実態パネル調査』により筆者算出．
注： 推定式に年齢，勤続年数，企業規模変数が含まれている．上段には係数を表示している．（　）内は標
準誤差を表す．表中の *** は 1 ％水準で，** は 5 ％水準で，* は10％水準で統計的に有意であること
を示している．
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高卒と高専・短大卒の教育訓練が統計的に有意に
推定されていない．それに対して，大卒・大学院
卒のOJTと自己啓発が統計的に有意に推定されず，
Off－ JT の「 2 年連続 Off－ JT を受けた」と「2017
年受けたが2016年受けていない」が統計的に有意
にプラスで推定された．「2017年受けたが2016年受
けていない」の係数が「 2 年連続 Off－ JT を受け
た」の係数より 3 ポイント高い．このことは教育
訓練を第 1 期に受けて第 2 期に生産が高くなり，
賃金が伸びているが，第 2 期に教育訓練を受ける
と労働者が働く代わりに教育訓練を受け，賃金が
その分低いことになる．
1.2．教育訓練が賃金水準への影響
　表 5 は上の分析モデル⑴を推定した結果を示し
ており，列⑴～⑹は中卒・高卒，⑺～⑿は高専・
短大卒は，列⒀～⒅は大卒と大学院卒の結果をそ
表 4　教育訓練の蓄積が賃金の伸びへの効果
中卒・高卒 高専・短大卒 大卒・大学院卒
（ 1 ） （ 2 ） （ 3 ） （ 4 ） （ 5 ） （ 6 ） （ 7 ） （ 8 ） （ 9 ）
OJT グループ 1
（2017年受けたが，2016年受けていない）
－0.0960 0.302 0.0195
（0.141） （0.225） （0.0965）
OJT グループ 2
（ 2 年連続受けた）
0.0487 0.0408 －0.0354
（0.117） （0.176） （0.0731）
OJT グループ 3
（ 2 年連続受けていない）
0 0 0
（.） （.） （.）
OJT グループ 4
（2016年受けたが，2017年受けていない）
0.0301 0.347 0.00755
（0.134） （0.281） （0.100）
OffJT グループ 1
（2017年受けたが，2016年受けていない）
－0.0898 －0.0646 0.164*
（0.134） （0.197） （0.0817）
OffJT グループ 2
（ 2 年連続受けた）
－0.0286 －0.174 0.133*
（0.111） （0.169） （0.0649）
OffJT グループ 3
（ 2 年連続受けていない）
0 0 0
（.） （.） （.）
OffJT グループ 4
（2016年受けたが，2017年受けていない）
－0.0670 －0.801*** －0.0565
（0.121） （0.194） （0.0804）
自己啓発グループ 1
（2017年受けたが，2016年受けていない）
－0.0371 －0.0168 －0.0544
（0.136） （0.199） （0.0912）
自己啓発グループ 2
（ 2 年連続受けた）
－0.0679 －0.123 －0.0388
（0.118） （0.173） （0.0645）
自己啓発グループ 3
（ 2 年連続受けていない）
0 0 0
（.） （.） （.）
自己啓発グループ 4
（2016年受けたが，2017年受けていない）
0.120 －0.347 －0.0558
（0.122） （0.236） （0.0775）
定数項 0.443 0.530 0.495 －0.905 －0.166 －0.544 －0.0837 －0.283 －0.0990
（0.440） （0.439） （0.421） （0.796） （0.742） （0.805） （0.372） （0.359） （0.362）
個数 168 168 168 91 91 91 354 354 354
決定係数 0.172 0.168 0.175 0.206 0.339 0.200 0.021 0.045 0.021
出所：リクルートワークス研究所『全国就業実態パネル調査』により筆者算出．
注： 推定式に年齢，勤続年数，企業規模，職業，個人能力と職場環境のコントロール変数が含まれている．上段に
は係数を表示している．（　）内は標準誤差を表す．表中の *** は 1 ％水準で，** は 5 ％水準で，* は10％水準
で統計的に有意であることを示している．
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れぞれ示している．列⑴～⑶，⑺～⑼，⒀～⒂は
教育訓練について基本推定結果であり，列⑷～⑹，
⑽～⑿，⒃～⒅は個人能力や職場環境のコントロ
ール変数が追加した推定結果である．教育訓練の
効果についてみると中卒・高卒の統計的に有意な
結果が推定されていない．短大・高専卒者の OJT
（列 7 ）や Off－ JT（列 8 ）が統計的に10％水準で
有意にプラスに推定されているが，列⑼と⑽で個
人能力や職場環境をコントロールすると統計的に
有意ではなくなっている．このことは個人能力に
よって教育訓練を受ける機会も異なって，それが
賃金に影響していたが，こうした影響をコントロ
ールすると，賃金に影響しなくなっている．大卒
と大学院卒については全ての教育訓練のケースで
統計的に有意に推定されている．賃金への効果は
それぞれに OJT が19.6％，Off－ JT が14.8％，自己
啓発が15.3％である．また，個人能力や職場環境
をコントロールしても統計的に有意に推定されて
いる．このことは，学歴が高いほど教育訓練から
得る収益率が高いことを示している．
　以上のことから大卒や大学院卒の若年者が教育
訓練を受けると賃金に効果があることが観察され
た．中卒・高卒の特徴として，勤続年数が賃金に
影響している．
1.3．操作変数法の結果
　表 5 の推定では個人能力や他の要因をコントロ
ールして推定しても，内生性の問題を完全に取り
除いたわけではない．つまり，そもそも賃金が高
い仕事は教育訓練の必要性が高い仕事の可能性も
ある．この場合，賃金が教育訓練に影響するとい
う同時決定による内生性の問題が考えられる．こ
うした非観察な影響を対処しなければ因果関係を
特定できず，教育訓練の効果が正確に推定できな
い．そこで，内生性の問題を対処するために賃金
に直接影響を与えないが，教育訓練と相関が強い
操作変数を用いて 2 段階最小二乗法で推定を行
い，推定結果を表 6 に示している．操作変数に仕
事の性質の代理する変数を採用した．
　OJTに「単調ではなく，様々な仕事を担当した」，
自己啓発に「業務全体を理解して仕事をしてい
た」，Off－ JT に「社内外の人に影響を当てる仕事
している」ぞれぞれのダミー変数を用いた．企業
が労働者の遂行している仕事によって教育訓練を
提供しているが，それが賃金に影響しないと考え
る．また，これらの操作変数が Weak instrument
のテストで，操作変数の条件を満たしている．
　では，操作変数法で推定した結果を示した表 6
をみよう．OLS で推定した結果とほとんど同様の
結果になっている．表 5 の大卒・大学院卒の教育
訓練が統計的に 1 ％～ 5 ％水準で有意に推定され
たが，操作変数法でその有意水準が10％に落ちて
いる．つまり，操作教育訓練の効果は小さくなっ
ているものの，教育訓練が賃金に効果がないと言
えない．
Ⅴ お わ り に
　本論文では，なぜ企業が若年者を選別して集中
的に教育訓練を実施しているかをリクルートワー
クス研究所『全国就業実態パネル調査』の2016年
から2019のデータを用いて男性正社員に絞って検
証した．企業にとって高学歴の若年者から得る収
益率が高いと期待されている可能性が高い．した
がって企業が高学歴を対象に教育訓練をより集中
的に実施し，教育訓練から得る収益率も高いとい
う仮説を前提し，若年者の学歴に着目し，教育訓
練の効果が賃金伸びに影響しているかを推定した．
推定問題の内生性を考慮して OLS 法と操作変数法
で推定して比較した．推定結果を以下にまとめて
いる．
　個人能力，企業規模，職場環境や勤続年数や職
業属性と教育訓練変数をコントロールしても大卒
や大卒以上の学歴を持っている若年者ほど Off－JT
を受けると賃金が伸びている．
　OLS 推定と操作変数法で推定しても大卒や大卒
以上の学歴を持っている若年者ほど OJT，Off－JT
や自己啓発といった教育訓練が賃金への効果が高
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い．
中卒・高卒と高専・短大卒の若年者の教育訓練を
受ける確率が低く，さらに賃金に影響していない．
　OLS 推定と操作変数法でも中卒・高卒の若年者
の勤続年数が長いほど賃金が上昇していることが
示している．なお，高専・短大卒と大学・大学院
卒の若年者の賃金に勤続年数や職業が影響してい
ないことが示されている．
　労働時間に関しては，中卒・高卒者の若年者の
労働時間が長くなるほど賃金が高くなっているが，
高専・短大卒と大学・大学院卒にはその影響が観
察されなかった．
　個人能力が高いほど賃金が高くなることが，学
歴に関わらずに観察された．
　以上の推定結果から，企業が高学歴の若年者を
選別して教育訓練を受講させたことで，賃金への
収益率が高いことが検証された．この点で Braga
（2018）と Arulampalam and Booth（2001）の結果
と整合している．推定方法に関しては，本論文で
内生性問題を取り除くために操作変数法で推定を
行ったが，パネルデータの特徴を活用して固定効
果と変量効果を推定することができなかった．そ
れがパネルデータの継続年数が 3 年間という短期
になっており，条件として十分ではない．残され
た課題として，本論文で男性の正社員だけに絞っ
た検証したが，女性や非正社員の教育訓練と学歴
の関係を研究する必要があると考えられる．
注
1） Ariga and Brunello and Ohkusa（2000）では日本
企業は需要とする人材を外部から調達するより，企
業内で育成する傾向が高いことを指摘している．
2） 2006年以降は事務所調査となり，企業調査と比較
するのが不適切と考えられるので，2003年までの変
化と2006年以降の変化との 2 つに分けてみることに
した．
3） 今野（2003）は，90年代後半から企業が教育訓練
費用総額を徐々に削減し，教育訓練の予算の決め方
が企業の業績に基づくようになったと指摘しており，
さらに企業の業績が高いほど，正社員に対して教育
訓練がより積極的であると示唆している．
4） Kawaguchi and Mori（2015）は IT 化や ME 化な
どの技術進歩によって技術補完的な仕事の需要が増
加する一方で，高学歴者の供給が増加したことによ
ってそうした仕事の賃金上昇はあまり見られなかっ
たと指摘している．
5） 2003年の厚生労働省『能力開発基本調査』には正
社員と非正社員とを分けていない．
6） Brunello（2001）や Ariga and Brunello（2006）に
よって，学歴と教育訓練が補完的な関係にあること
を指摘された．
7） 詳しくは Braga（2018）の理論モデルを参照．
8） 本調査について具体的な説明を https://www.
works-i.com/surveys/panel_surveys.html から参照．
9） 厚生労働省『能力開発基本調査』の OJT に関する
質問がリクルートワークス研究所『全国就業実態パ
ネル調査』の質問と異なっているので，完全に適応
するのが妥当的ではないと考えられるので，OFF－
JT と自己啓発を比較した．
10） 厚生労働省『能力開発基本調査』の調査は年齢階
級別10歳刻みなので，20歳～29歳だけを比較した．
11） 厚生労働省『能力開発基本調査』の学歴別の Off－
JT と自己啓発をみると，同様に学歴が高くなるほど，
Off－JT と自己啓発の受講した割合が高くなる傾向に
ある．
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